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  本報告書は、文部科学省の平成２４年度エネルギー対策特別会計委託事業によ

る委託業務として、国立大学法人広島大学が実施した平成２４年度「三次被ばく

医療体制実効性向上調査（西日本ブロック）」の成果を取りまとめたものです。 
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第１章 はじめに 

 

 

原子力安全委員会は、平成１１年９月３０日に発生した東海村臨界被ばく事故

の痛ましい教訓を踏まえ、わが国の緊急被ばく医療体制についてより実効性のあ

るものに整備するため、「緊急被ばく医療のあり方」（平成１３年６月了承、平成

２０年１０月一部改訂）、「地域の三次被ばく医療機関が担う役割等について」（平

成１４年４月了承）、「緊急被ばく医療体制における地域ブロック化のあり方につ

いて」（平成１５年７月了承）の３つの答申をまとめた。見直しに際しては、最新

の知見を取り入れることを通じて、被ばく医療に関して網羅的に、また地域の実

情を考慮した体制整備ができるよう行ってきた。本答申の骨子は、被ばく患者に

ついて重症度に対応した初期（初期診療）、二次（専門的診療）、地域の三次（高

度専門的診療）の医療体制を整備し、万一の事態に連携して医療活動が執れるよ

う関係機関間の人的ネットワークを構築することである。 

  この答申に基づき文部科学省は、東日本ブロックでは放射線医学総合研究所を

西日本ブロックでは広島大学（平成１６年３月選定）を「地域の三次被ばく医療

機関」として選定した。広島大学は、長年の放射線医療の経験を基に、放射線医

学総合研究所と密接な連携を図りながら関係道府県が選定している初期及び二次

被ばく医療機関と人的ネットワークを構築し、実効性のある緊急被ばく医療体制

を整備する責任の一翼を担っている。 

  緊急被ばく医療の特徴は、被ばく医療や救急医学をはじめ血液学、皮膚科学、

消化器学、循環器学、呼吸器学、精神神経科学、外科学等を必要とする総合的な

医療であり、さらに線量評価や放射線防護の専門分野も併せて必要となる。また、

被ばく患者の搬送においても、消防機関や自衛隊、地方公共団体関係者の協力が

必要となる。 

このように、緊急被ばく医療には、広範な分野の専門家の参加が必要であり、

関係者相互が的確に協力し、最善の医療を実施するためには、包括的で一元的な

対応ができる医療体制の整備が必要である。 

  広島大学は、このような特殊な医療を万一の事態に実践できるように「緊急被

ばく医療推進センター」を設立し、西日本ブロックの三次被ばく医療機関として、

西日本地域の原子力施設等立地隣接府県（関係府県）の三次被ばく医療体制整備

と実効性向上を目指し、調査事業を行っている。 

  また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の影響により東京電力福

島第一原子力発電所が被害を受け、複合災害による大量の放射性物質が漏出する

という重大な放射線災害から２年が過ぎたが、本学は発災の翌日より「広島大学

緊急被ばく対策委員会」を設置し、被ばく医療チーム等を派遣、緊急被ばく医療

を中心とした活動を行い、現在も一部で継続中である。 
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第２章 西日本ブロックにおける三次被ばく医療体制の 

実効性向上に向けた調査 

 

 

平成２４年度は、西日本ブロックの三次被ばく医療機関に位置付けられている国

立大学法人広島大学が効果的に機能し、更なる実効性向上が図られるよう、西日本

ブロックにおける初期及び二次被ばく医療体制のネットワークと連携した被ばく

患者の搬送体制の実効性向上に向けた調査を行うとともに、西日本ブロックにおけ

る緊急被ばく医療派遣体制をより実効的なものにするための調査を行った。 

 

 

２．１ 大規模災害時における被ばく医療体制アンケートの実施 

 

西日本ブロックにおいて大規模災害が発生した場合、被ばく患者の受入や搬送、

専門家派遣等の被ばく医療活動が実効的に機能する体制構築に向け、関係府県の

緊急被ばく医療担当部署に対してアンケート調査を実施した。 

なお、実効性向上のためには被ばく医療機関の状況も把握する必要があること

から関係府県の初期及び二次被ばく医療機関に対してもアンケート調査を実施し

た。 

また、今回のアンケートは、全国の関係道府県、被ばく医療機関等に対し、同

時期に別々の機関から類似する内容のアンケート調査依頼がなされる等の混乱を

避けるために、放射線医学総合研究所と連携を取って、西日本ブロック、東日本

ブロック、全国と３つの事業それぞれの調査目的を勘案し網羅した内容項目を盛

り込み、調査対象ごとにアンケート調査票を作成した。 

 

２．１．１ アンケート調査の概要 

 

今回のアンケート調査は、次のとおり実施した。なお、原子力災害対策指針 

  作成後に追加された隣接５県についても調査内容の一部修正と時期を変えて、 

  同様の調査を実施した。 

 

（１）調査対象 

  ○自治体（１６府県） 

   ＜従来の立地隣接１１府県＞ 

石川県、福井県、京都府、大阪府、岡山県、鳥取県、島根県、愛媛県、 

佐賀県、長崎県、鹿児島県 

＜原子力災害対策指針作成後の新規隣接５県＞ 

富山県、岐阜県、滋賀県、山口県、福岡県 
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  ○被ばく医療機関（支援・協力機関を含む全７１機関のうち、６３機関回答あり） 

初期被ばく医療機関４５機関 

二次被ばく医療機関１８機関（協力、支援機関を含む） 

 

（２）調査時期 

 ○自治体（従来の立地隣接１１府県）、被ばく医療機関 

平成２４年９月１０日～１１月３０日 

（調査基準日：平成２４年９月１日現在） 

 

   ○自治体（原子力災害対策指針作成後の新規隣接５県） 

平成２４年１２月１０日～平成２５年１月３１日 

（調査基準日：平成２４年１２月１日現在） 

 

２．１．２ アンケート調査項目 

 

今回のアンケート調査の項目や内容については、後述する「西日本ブロック

アンケート調査専門家委員会」において検討した。項目は次のとおり。 

 

◇自治体 

Ⅰ．基本情報について 

１．担当部署、指揮命令系統 

２．アドバイザー組織 

３．DMAT の原子力災害時派遣について 

Ⅱ．人材育成および教育について 

１．医療機関における被ばく医療従事者の人材育成について 

Ⅲ．資材、機材、整備について 

１．医療機関における資材、機材、整備について 

２．現在の被ばく医療機関の指定状況について 

３．医療機関及び介護・福祉入所施設について 

４．汚染患者受入について 

５．被ばく医療マニュアルの見直しについて 

６．通信手段の確保について 

７．被ばく医療専門家派遣支援について 

Ⅳ．被ばく医療に関しての項目別の重要度と現状の充足度について 
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◇被ばく医療機関 

Ⅰ．病院の基本情報について 

Ⅱ．被ばく医療体制について 

 １．被ばく医療対応可能人員について 

 ２．緊急被ばく医療マニュアル等の整備状況について 

 ３．緊急被ばく医療訓練について 

 ４．緊急被ばく医療研修について 

Ⅲ．緊急被ばく医療要員について 

Ⅳ．被ばく医療患者受け入れ施設について 

 １．施設、設備の有無 

２．汚染患者受入について 

３．汚染患者入院施設 

Ⅴ．計測機器類（資機材の保有・整備状況）について 

Ⅵ．汚染拡大防止用資材の整備状況について 

Ⅶ．病院の通信機能について 

Ⅷ．被ばく医療に関しての項目別の重要度と現状の充足度について 

 

２．１．３ アンケート集計結果 

 

今回のアンケート調査の集計結果は、自治体、被ばく医療機関別に次ページ

以降に示す。まとめについては、西日本ブロックアンケート調査専門家委員会

としてのまとめ（３２ページ）を参照。 

 

  ◇自治体（１６府県） 

 

   ＜従来の立地隣接１１府県＞ 

石川県、福井県、京都府、大阪府、岡山県、鳥取県、島根県、愛媛県、 

佐賀県、長崎県、鹿児島県 

 

＜原子力災害対策指針作成後の新規隣接５県＞ 

富山県、岐阜県、滋賀県、山口県、福岡県 

 

  ◇被ばく医療機関（支援・協力機関を含む全７１機関のうち、６３機関回答あり） 

 

初期被ばく医療機関４５機関 

 

二次被ばく医療機関１８機関（協力、支援機関を含む） 
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◇自治体の集計結果 
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